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2013 年 12 月に和食がユネスコの無形文化遺産に登録され、一年あまりがたった。無形文化遺産では、
同じユネスコの事業である世界遺産における文化遺産が、｢古都京都の文化財｣や｢富士山－信仰の対象
と芸術の源泉｣、｢富岡製糸場と絹産業遺産群」といった有形の文化財を対象としているのに対し、｢歌
舞伎」や「能楽｣、｢京都祇園祭の山鉾行事」等、無形の民俗文化財や口承伝統などを保護対象としてい
る。食に関しては、｢フランスの美食術｣、｢地中海の食事｣、｢メキシコの伝統料理」（いずれも 2010
年）、「トルコのケシケキの伝統」（2011 年）、韓国の「キムジャン－キムチ作りと分かち合い」（2013 年）
が登録されている。これらとともに、日本の食文化が「自然の尊重という日本人の精神を体現した、食
に関する社会的慣習としての和食」として登録されたことは私たち食品研究者にとってたいへん印象深
い出来事であった。農林水産省のホームページによると、無形文化遺産への登録申請において、｢和食｣
の特徴として、（１）地域に根ざした素材の味わいを活かす調理技術・調理道具の発達による「多様で
新鮮な食材とその持ち味の尊重」、（２）一汁三菜を基本とする食事スタイルのなかで「うま味」を上手
に使い、動物性油脂の少ない食生活を実現する「栄養バランスに優れた健康的な食生活」、（３）食事の
場で、季節の花や葉などで料理を飾りつけたり、季節に合った調度品や器を利用したりして季節感を楽
しむといった「自然の美しさや季節の移ろいの表現」、（４）折々の年中行事の中で、自然の恵みである「食」
を分け合い、食の時間を共にすることで、家族や地域の絆を深める「正月などの年中行事との密接な関
わり」があげられている。日本人の食文化である和食が ｢文化遺産｣ となったことによって、普段何気
なく食事をしている中で、改めて ｢和食｣ とは何か、私たちの食文化がどのような状況になっているか
見直された向きも多かったのではないだろうか。
上記の４つのポイントのうち「栄養バランスに優れた健康的な食生活」は特に私たちの研究と関係が
深い。私事で恐縮だが、筆者が 1980 年代初めに食品総合研究所に入所したころは、配属先の研究室で
「PFCバランス」という言葉をよく耳にした。日本は高度経済成長を果たし、米の消費量が減りはじめ、
乳製品や肉類の消費が増加していく時代であった。その当時、日本人の食生活の中で、蛋白質（P）と
脂質（F）、炭水化物（C）の比率が 15％、25％、60％程度で理想的なバランスになっているといわれて
いた。アメリカでは理想的なエネルギー摂取が示され、1980 年ごろから和食ブームが起きたようである。
しかし、ご存じのようにその後、我が国では食生活の欧米化が進展し、全体的には脂質が過剰な状態と
なっている。メタボリックシンドロームが社会的に問題となり、肥満傾向の人が増える一方で、若い女
性のやせすぎや高齢者の低栄養といった栄養不足も起きている。今後、超高齢化社会をむかえ、健康寿
命を伸ばすためには、健康的な食生活の確立が一つの重要な課題となっている。そのためには、米飯を
中心に、一汁三菜のスタイルを基本とし、魚や大豆食品、発酵食品、だし、緑茶や地域の野菜、果物等
の持ち味を活かした和食は大きな役割を果たしうるだろう。和食の推進を図るさまざまなイベントが実
施されており、地域の食育活動も盛んである。多くの努力がなされているが、一方で、大きな流れとして、
高脂肪食への嗜好、食生活の簡便化はこれからも進んでいくのではないかと思われる。
このような状況において、私たち研究者に何ができるかと考えたとき、二つの現場を基礎とした研究
活動が重要と考える。一つは食の現場に真摯に目を向けることである。農産物や食品が生産され、流通
し、消費される現場に足を運び、我が国の食において何が必要とされているか、顕在化したニーズだけ
でなく、底流にある将来のニーズを洞察することが、真に豊かな食生活への貢献につながるものと考え
られる。もう一つは研究の現場としてのラボワークである。新しい現象の発見、イノベーションにつな
がる着想は実験室で生まれてくることが多い。日々の研究現場での意外な現象や新たな着想を見過ごさ
ず、慎重に育てていくことが、新しい技術によって古き良き伝統を守り伝えていくことにつながってい
くのではないかと期待される。

巻頭言

健康的な食生活を伝えていくために
食品素材科学研究領域長　　門間　美千子
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1. はじめに
食品のおいしさには様々な要因があるが、味は

食品を目にしてから飲み込むまでの最後の砦とな
る感覚である。そのため、「味が良い＝おいしい」
のようなとらえ方がされることも多く、おいしさ
の最も重要な因子の１つであるといえる。食品開
発では表現しにくいおいしさを実際の感覚に即し
て適切に評価することが求められている。現状の
食品開発では、専門家が行う官能評価が味の評価
の主流となっているが、作業が煩雑であるなどの
問題がある。そのため、官能評価を補完する簡便
で客観的な味の評価技術の開発が必要とされてい
る。一方、味覚は、視覚、聴覚、触覚、嗅覚とな
らぶ五感の１つでもあり、感覚に関する分子生理
学的研究が進むにつれ、味を受け取る基本的な仕
組みも近年急速に明らかになってきた。ここでは、
ヒトが味を受け取る仕組みの特徴の解明と、その
利用に向けた取り組みについて紹介する。

2. 味覚受容体について
味には色々な種類があるが、甘味、苦味、酸

味、塩味、うま味が基本味と呼ばれ、最も研究さ
れている味質である。基本味を呈する味物質は、
舌の味蕾にある味細胞の先端に局在する味覚受容
体と結合し、その際に発生したシグナルが神経を
経て脳に伝わることによって、味として認識され
る。一般的に、受容体は、刺激を受け取って伝え
るセンサーの役割を持つタンパク質で、生体が置
かれた環境や生体の健康状態を検出する役割があ
る。生体は、受容体から受け取った情報を基に、
健康な状態を維持するための機能を働かせてい
る。よって、様々な受容体が私たちの身体には存
在しており、味覚受容体もそのような受容体の１
つである。現在までに数々の味覚受容体が発見さ
れ、基本味全てに対する受容体と辛味に対する受
容体が同定されている1)。また、基本味の受容体は、

甘味受容体が存在して甘味を受け取る細胞、苦味
受容体が存在して苦味を受け取る細胞といったよ
うに、それぞれの味質を味細胞ごとに役割分担し
て受け取るという特徴を持つ（図１）ことも明ら
かにされている。味蕾は主に舌表面に存在してい
る。

図１　味を受け取る仕組みの概略図

3. 動物種による味の感じ方の違いについて
味覚受容体が同定される過程では、大抵、マウ

スやラットといったモデル動物を利用した実験が
その端緒となっている。モデル動物の利用には、
食餌の環境を統一したり、脳や神経の応答を直接
測定できたり、組織を取得して受容体の局在を観
察できるといった、ヒトではできない様々な実験
を行えるという利点がある。その一方で、味覚を
含めた感覚器官は環境に合わせて大きく変化する

研究トピックス

ヒトとマウスの甘味を受け取る
仕組みの違い

食品機能研究領域　
食認知科学ユニット　　日下部　裕子
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という特徴を持っていることから、モデル動物と
ヒトの味を受け取る仕組みには、異なる点がある
ことが報告されている。例えば、アスパルテーム
などの合成甘味料の一部は、霊長類以上の高等動
物だけが甘味として感じることが知られている 2)、
肉食であるネコ科の動物は機能できる甘味受容体
を持っていない 3) などである。また、味を受け取
る器官である味蕾は、ほ乳類では舌に存在するが、
魚類ではヒゲに、昆虫は足にも存在するなど、味
の信号を受け取りやすくするために進化過程で大
きく位置が変わっている。そこで、モデル動物と
ヒトの味の受け取る仕組みの違いを理解するため
に、味覚受容体の内部にも種による機能の差があ
るかどうかについて、解析を行った。

4. ヒトとマウスの甘味受容体の機能の差について
筆者は、研究が比較的良く行われている甘味受

容体を研究対象とした。甘味受容体は 1種類のみ
同定されており、T1r2 と T1r3 と呼ばれる二種類
のタンパク質分子が結合し、T1r2/T1r3 という
一つの集合体として細胞膜において機能する。受
容体には様々な種類があり、単独で機能するもの
もあれば、複数の分子が結合して機能するものも
ある。甘味受容体は２つの分子が結合して機能す
る二量体の受容体である。二量体の受容体には、
T1r2/T1r3 のように２つの異なる分子が結合して
機能する場合（ヘテロ二量体）と、１種類の受容
体が２つ結合して機能する場合（ホモ二量体）が
あるが、ヘテロ二量体の形成には、どのようにし
て結合する相手を認識するかという問題がある。
その回答の１つが膜への移動である。ヘテロ二量
体の中には、正しい組み合わせで結合しない場合
は細胞膜上へ移動できないものがある。受容体は
細胞外の刺激を受容して細胞内にその情報を伝達
するタンパク質なので、細胞膜上に移動できない
と外界からの刺激を受け取ることができず、正し

い組み合わせで結合した受容体のみが受容体とし
て働くことができるという訳である。そこで、こ
のような膜への移動システムが甘味受容体にもあ
るかどうか、また、マウスとヒトで異なるかどう
かを調べた。それに先だって、細胞膜上に移動し
たT1r2 と T1r3 を顕微鏡で観察できる技術をま
ず開発した。具体的には、T1r2 および T1r3 の
細胞膜外の端に各々異なる目印を付けてから培養
細胞に導入して、細胞膜上に移動した受容体のみ
を目印に対する抗体染色で識別できるようにした
（図２）。
この技術をマウスとヒトのT1r2/T1r3 に適用

し、マウスとヒトの T1r2 と T1r3 がどのように
して細胞膜に移動するのかを観察した。その結
果、マウスとヒトでは甘味受容体が細胞膜へ移動
する仕組みが全く異なることが示された。ヒトの
T1r3 は単独では細胞膜に移動できず、ヒトT1r2
が共存してはじめて細胞膜に移動できることが観
察された。一方、マウスの T1r3 はマウス T1r2
が存在しなくても単独で細胞膜に移動できること
が分かった（図３～５）4)。

図３　T1r3 の動物種による細胞膜への移動の違い
細胞膜表面に移動したT1r3 が白く染色されている

次に、このマウスとヒトの違いの原因となる場
所を明らかにするために、マウスとヒトのT1r3
を部分的に組み合わせた変異体を作製して細胞膜
への移動を観察した。その結果、ヒトT1r3 のう
ち細胞外に突き出た領域の中に、ヒトT1r3 が単
独で細胞膜へ移動することを阻害する部位がある
可能性が示された。図２　開発したタグを付加した甘味受容体 T1r2/T1r3
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図４　ヒト甘味受容体の膜への移動システム（予想）

図５　マウス甘味受容体の膜への移動システム（予想）

5．おわりに
今回、ヒトとマウスでは甘味を受け取る仕組み

が異なることを明らかにした。この結果は、官能
評価を補完するような評価系を構築するには、ヒ
トが味を受け取る仕組みを反映させる必要がある
ことを示唆している。そこで筆者は、ヒトの味覚
受容体を導入した培養細胞を作製した味覚評価技
術を開発し、甘味などの味を代替したり増強した
りする物質の開発や、複数の味物質を混合させる
ことによる増強効果の評価への利用を開始してい
る。甘味を効率良く評価して食品に応用していく
ことは、嗜好性の高い食品の開発を容易にすると
考えられる。
また、本研究成果は、食品研究以外の一般的な

受容体研究への波及効果もある。一般的には、動
物種が異なる場合においても、同じ機能を持つ受
容体であれば、細胞膜へ移動する仕組みは同じで
あり、本研究のように種により異なる仕組みを持
つ例は非常に希である。特に、T1r2 と T1r3 は、
ヒトやマウスなど動物に広く分布している Gタ

ンパク質共役型受容体のうち、細胞膜の外側に
大きく突き出た領域を持つタイプ（クラス C型
GPCR）に分類されるが、クラスC型 GPCRの細
胞外の領域に細胞膜への移動を制御する部位が含
まれる例はこれが初めてである。そのため、ヒト
甘味受容体の細胞外の領域に、今までに知られて
いない細胞膜への移動のシステムが存在している
ことが期待される。なぜ、甘味受容体が動物種に
よって異なる移動システムを持つようになったの
かについては、まだ答えが出ておらず、これから
の課題である。この課題を解くことによって、ヒ
トがヒトならではの味を感じるようになった過程
や意義を明らかにできるものと考えている。
味が生体にとって益になるか害になるかの判断

の手段から、おいしさという生活の豊かさに寄与
する因子へと進化していった過程と、味覚受容体
の構造機能の進化が関連すればと思いながら研究
を進めているところである。
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研究トピックス

地域繊維質資源の有効利用を目的とした
糖化酵素生産技術の高度化

食品素材科学研究領域　糖質素材ユニット　　池　　正和
　

１．はじめに
　植物は太陽エネルギーを利用した光合成によ
り、大気中の二酸化炭素と水（および養分）から
有機物を合成して生長する。このため、植物体は
カーボンニュートラルかつ持続可能な資源とされ
る。近年、脱化石資源や循環型社会構築の観点か
ら、植物資源からのバイオ燃料や化成品の生産が
注目されており、特に食糧と競合しない繊維質系
バイオマス資源を原料とした利活用技術開発が世
界的に活発に行われている。
　筆者らの研究グループでは、上記の観点に加
え、地域資源の有効活用による産業活性化効果も
期待し、稲わら等を中心とした「地域の繊維質資
源」からの有価物等の製造技術開発に取り組んで
いる。これまでに、地域における繊維質資源の小
規模変換工程を想定し、原料中の糖質成分の有効
利用及び全体プロセスの簡略化が可能な CaCCO
前処理技術を開発しており、本技術を軸とした各
要素技術の高度化研究を進めているところである
1-3)。この中で、原料繊維質の細胞壁多糖成分の低
分子化（糖化）が重要な工程の一つとなる。近年、
環境負荷や糖収率の観点から、従来の酸糖化法に
代わり、酵素糖化法に期待が寄せられているもの
の、現状では酵素糖化に係るコストが高く、実用
化へ向けて解決すべき大きな課題となっている。
酵素糖化のコスト低減に向けては、①「よく働く
酵素を（糖化酵素群の高機能化）」、②「安く製造
し（効率的生産技術開発）」、そして③「うまく利
用する（効果的利用法の開発）」という３つの観
点から総合的に技術開発を行っている。本稿では、
糸状菌 Trichoderma reeseiを用いた糖化酵素の低
コスト・高効率生産技術の開発（上記の②）に関
する筆者の取り組みについて紹介したい。

２．繊維質糖化酵素の生産微生物
　植物細胞壁中には多糖成分としてセルロースや

ヘミセルロースなどが含まれており、繊維質原料
からの糖液製造においては、これらの多糖類の糖
化反応が必要となる。主要な多糖成分であるセル
ロースはグルコースがβ -1,4- グリコシド結合した
直鎖状のホモポリマーであり、セルロース鎖が分
子内及び分子間で水素結合することで、強固な結
晶構造を形成している。さらに、セルロース繊維
は、ヘミセルロース（セルロースとペクチンを除
いた植物細胞壁多糖成分の総称。分岐構造を有す
るヘテロ多糖であり、その構造や糖組成は植物種
によって大きく異なる）やリグニン（不定形の高
分子フェノール性化合物）などと互いに絡み合っ
た状態で存在しているため、自然界における酵素
分解の速度は極めて遅い。このため、繊維質原料
の酵素糖化の際には、酵素の作用性を向上させる
ための物理的・化学的処理（粉砕・前処理）を施
した原料を用いるが、それでも尚、分解速度は遅
く大量の酵素を長時間作用させる必要がある。
　繊維質原料の糖化に必要となる酵素群、即ちセ
ルロース分解酵素（セルラーゼ）及びヘミセルロー
ス分解酵素（ヘミセルラーゼ）等を生産する微生
物は自然界に広く見出されている。これらの微生
物が生産する酵素を繊維質糖化に利用するため、
植物細胞壁分解能や酵素の生産性、個々の酵素の
機能解析等が古くから行われている。生産酵素群
の質及び生産性を総合的に考慮すると、現状では、
Trichoderma属、Penicillium属等の糸状菌類が有
力な給源微生物とされる。しかしながら、分解速
度の遅さや非生産的吸着（触媒作用を示さない部
位に吸着すること）による作用効率の低さなどの
問題点も指摘されている。一方、分解酵素の質に
特化した場合、Clostridium属等の嫌気性細菌が生
産するセルロソームと呼ばれる巨大酵素複合体が
セルロース分解に有効であると注目されている。
両者のセルロース繊維分解機構は大きく異なって
おり、それぞれの利点を活かした酵素糖化系の研
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究開発が世界各国で進められている。
　本稿で紹介する酵素生産技術開発では、糸状菌
T. reesei（完全世代名 Hypocrea jecorina）を酵素給
源微生物として使用している。本菌は、第２次世
界大戦中のソロモン諸島で木綿製テントを腐食さ
せる微生物として単離された。以降、優れたセル
ラーゼ生産微生物として長年研究対象とされてお
り、既に商業利用されている菌株も含め、世界各
地で多数の高生産変異株が作成されている 4)。ま
た、野生株である QM6a 株のゲノム配列解析が
既に完了していることもあり 5, 6)、遺伝子工学的
なアプローチによる菌株改良等も盛んに行われて
いる。

３．可溶性炭素源を原料とした繊維質糖化酵素の
高効率生産基盤技術

　T. reesei を利用した糖化酵素の低コスト生産に
あたり、まず生産性向上に着目した。T. reesei 由
来糖化酵素生産の際、酵素生産の原料としてセル
ロース等の固形物を用いることが多い。しかしな
がら固形分を酵素生産原料とする場合、残存固形
分への吸着による生産酵素の回収率低下や酵素生
産最適条件の維持が困難であるなどの問題点があ
る。特に後者については酵素生産性の向上に重要
なポイントであると考える。変異株を含む多くの
T. reesei 株において、セルロースの酵素分解によ
り生成する低分子糖質は酵素生産を誘導する一方
で、最終分解物であるグルコースは酵素生産を抑
制する。これらの量比は生産酵素の組成や固形分
原料の分解状況に応じて大きく変化し、結果とし
て生産速度の低下を引き起こす可能性がある（図
１）。このような中で、筆者は「グルコース抑制
解除株」及び「可溶性炭素源」をキーワードに、
生産プロセスの開発を進めた。抑制物質による生
産速度低下の影響を抑えつつ酵素生産培養期間に
おける最適条件を容易に維持できることから、高
効率かつ安定的な酵素生産が期待できるためであ

る（図１）。まずは酵素生産抑制物質であるグル
コースの存在下においてもセルラーゼ生産が可能
な変異株を取得するため、セルラーゼ高生産株で
ある T. reesei ATCC66589 株を親株とした UV照
射による変異導入を行った。得られた約 23,000
の変異候補株から数十株を選抜し、さらに酵素生
産特性の解析結果から２株の有望株（M2-1 株及
びM3-1 株）を取得した ( 図２)。これらの変異株
を用いて酵素生産培養条件を検討した結果、グル
コース（主要炭素源）及びセロビオース（セルラー
ゼ誘導物質）の混合液を連続的に添加しつつ培養
（連続フィード培養）を行うことで、安定的かつ
効率的な酵素生産が可能であることを示した。セ
ルロースバッチ培養及びグルコースを主要炭素源
とした連続フィード培養による酵素生産試験の結
果について図３に示す。セルロース（固形物）を
原料としたバッチ培養では、セルロース添加直後
及び培養後期において、セルラーゼ生産速度の低
下が認められた。残存固形分原料への生産酵素の
吸着や原料基質分解速度の変化による炭素源・誘
導物質濃度の低下などに起因するものと考えられ
る。これに対し、連続フィード培養では、酵素生
産期間中における酵素生産速度がほぼ一定であ
り、安定した生産性を示した。また、この間のセ
ルラーゼ生産速度及び投入炭素源あたりの生産効
率はセルロースバッチ培養での結果と比較して高
い値であった 7)。さらに連続フィード培養系にお
いて、供給糖液の組成と添加様式を適切にコント
ロールすることで、高いセルラーゼ生産性を維持
しつつ生産酵素組成の調節が可能であることを示
した 8)。例えば、連続フィード培養における供給
糖源としてグルコース／セロビオースを基本と
し、これにキシロースを添加すると、キシラナー

図１．酵素生産系高度化に向けた戦略

図２．取得した T. reesei 変異株（一部）
（左）10％グルコース及びリン酸膨潤セルロース
（PSC）を含むプレート上で変異株を培養。PSC の分
解を示すハローを有する株（赤矢印）がグルコース
存在下でもセルラーゼ生産が可能な変異株。（右）変
異株の顕微鏡写真
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ゼやβ - キシロシダーゼといったキシラン（ヘミ
セルロースの主要成分）分解に関わる酵素が生産
される。この際、キシロースの添加期間を変えて
連続フィード培養を行うことで、最終生産酵素液
中のキシラナーゼ及びβ - キシロシダーゼ活性の
量を調節することができる。
　今回筆者らが構築した「可溶性炭素源連続
フィード培養」による酵素生産基盤技術では、高
いセルラーゼ生産性の維持及び生産酵素組成の制
御が可能な技術である。本技術は変換プロセス（繊
維質原料種や前処理法）の多様性に応じた糖化酵
素群の効率的生産に有効である。また、可溶性物
質を酵素生産原料とすることで、最適培養条件の

長期維持、培養の連続化や原料の滅菌工程簡略化
等のメリットも有しているものと考えている（図
４）。

４．酵素生産コスト低減に向けて
　前述のように、可溶性炭素源を原料とした連続
フィード培養による糖化酵素の効率的生産基盤技
術を構築した。現在、地域特性に合わせた酵素生
産様式にフレキシブルに対応しつつ、低コストで
の糖化酵素供給システムの実現に向け、本技術を
軸に、①安価原料の使用による原料コストの低減
及び②長期安定生産による設備費やランニングコ
ストの低減について重点的に検討を進めている。
糸状菌由来セルラーゼ生産におけるコスト解析結
果から、生産規模や全体プロセスの違いにより寄
与度が異なるものの、酵素生産原料費及び設備
費（培養タンク等）の削減が、糖化酵素の生産コ
スト低減に重要であることが示唆されている 9, 10)。
①の安価原料の使用による原料コストの低減に関
しては、これまでに、糖化液上清や T. reesei が利
用できないショ糖を供給糖源とした連続フィード
培養による酵素生産系を構築すると共に、澱粉系
原料についても検討を進めている（投稿準備中）。
夾雑成分が生産酵素の品質や生産量に及ぼす効果
をより詳細に検証し、培養諸条件や菌株の改良を
行う必要があるものの、これらの低コスト・低純
度の糖液を連続フィード培養の供給糖源として用

図３．バッチ培養及び連続フィード培養による糖化酵素生産比較
（左グラフ）セルロースでのバッチ培養（右グラフ）グルコース、セロビオース混合液での連続フィード培養
写真は連続フィード培養装置（上）と生産酵素の凍結乾燥粉末（下）
菌株：T. reesei M2-1 株、Cel7s：セロビオヒドロラーゼ I＋エンドグルカナーゼ I、
EG：エンドグルカナーゼ、BGL：β - グルコシダーゼ

図４．可溶性炭素源連続フィード培養による酵素生
産概略



―食総研ニュース　No.33（2015）―

─ 8 ─

いることで、酵素生産原料コストが大きく低減さ
れる。また、②の長期安定生産に関しては、酵素
生産培養の半連続化に取り組んでいる。これまで
にモデル糖液（グルコース、キシロース、アラビ
ノース及びセロビオースの混合液）を供給糖源と
した半連続培養で、2週間程度の安定生産を達成
している（投稿準備中）。安定的生産期間の長期
化やキシラン分解酵素生産の安定化等、改善すべ
き課題もあるが、長期間にわたる高効率かつ安定
的な生産が可能となれば、酵素生産設備費や運転
に係るコスト等が低減し、前述の安価原料の使用
と併せて酵素製造費用の大幅低減に繋がるものと
期待される。

5．おわりに
　セルロース系繊維は、太陽光がある限り枯渇す
ることがない、地球上に最も豊富に存在する資源
の一つである。澱粉等と同様、繊維質資源原料か
らの糖液製造を通じた、燃料や化学品、高付加価
値製品等への発酵・化学変換は、持続可能な循環
型社会を実現する上で極めて重要である。本稿で
は、地域繊維質資源からの糖液製造を目的とした、
糖化酵素の生産技術開発について紹介した。地域
繊維質を利用することを想定し、多様な原料の小
スケール処理に対応可能な酵素生産基盤技術を構
築した。地域特性に応じた種々の糖化酵素の供給
システムを実現させ、地域活性化に繋げるべく、
本生産技術を軸に、更なる高度化研究を推進して
いく所存である。
　※本研究は、農林水産省委託プロジェクト「地
域活性化のためのバイオマス利用技術の開発」お
よび「農山漁村におけるバイオ燃料等生産基地創
造のための技術開発」 により実施されたものであ
る。
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研究トピックス

醸造食品の旨味成分生成と分解に関わる
麹菌酵素群のポストゲノム解析とだし入
り味噌製造技術への応用

応用微生物研究領域　糸状菌ユニット　　楠本　憲一

１．はじめに
お正月等のハレの日に雑煮を食べる機会がある
方も多いと思う。近畿地方（特に京都市）を中心
に白味噌を使った甘い雑煮が好んで食べられる。
一方、同じ近畿地方でも、醤油仕立ての雑煮を食
べる家庭も多い。これにもちの形や野菜、肉や魚
を入れるかどうか等の地域での雑煮の違いについ
て議論すると、さぞ楽しい会話となるだろう。ま
た、多くの日本人が食する味噌汁に使われる味噌
は、地域によって麹の種類や原料、塩分、熟成期
間等の製造方法が異なり、味噌の味が違うことは
よく知られている。日本人にとってこのように普
遍的な調味料である味噌、醤油、みりんは、我が
国の代表的な伝統発酵食品である。近年、これら
の発酵食品が海外に注目され、輸出が増加傾向に
ある。さらに、2013 年、和食が「日本人の伝統
的な食文化」としてユネスコ無形文化遺産に登録
された。和食の世界的な認知により、味噌等の伝
統的発酵食品の国際的な需要が高まると期待され
る。また、和食とこれに伴う文化を今後も継承し、
その情報を世界に発信する際、日本独自の伝統的
発酵食品は極めて重要な位置を占める。和食の献
立を考えるときに欠かせない味噌、醤油、みりん、
食酢等の調味料、また清酒等の酒類は、麹菌等の
醸造微生物を使って製造される。そのため、これ
ら有用微生物の生物学的特性あるいはその醸造に
おける働きを科学的に解明しておくことはたいへ
ん重要である。
麹菌は糸状菌（カビ）の仲間であるが、特定の
糸状菌を指すのではなく、我が国の醸造食品に使
用される実用糸状菌全般を意味している。味噌の
他、清酒、醤油、みりん等、我が国の伝統的発酵
食品の醸造に使用されており、日本醸造学会に
より我が国の「国菌」と認定されている。この
麹菌の一種 Aspergillus oryzae（以降、本稿では A. 
oryzaeを便宜的に麹菌と呼ぶ）は、工業用酵素の

生産菌としても利用され、植物由来のデンプンを
分解するアミラーゼやタンパク質を分解するプロ
テアーゼ等の細胞外分泌酵素の生産性が高いこと
が知られている。またこの高い酵素生産性と毒性
物質を生産しないことが、発酵食品の醸造に麹菌
が利用されるようになった理由ではないかと考え
られる。発酵食品や和食のおいしさに関わる麹菌
の働きは、ひとえにその生産酵素によるところが
大きい。そこで麹菌が生産する酵素の解明研究に
ついて、麹菌のゲノム解析とその情報を利用した
ポストゲノム研究の進展を交えて解説するととも
に、発酵食品の旨味生成と分解に関わる新しい麹
菌酵素について紹介したい。

２．麹菌酵素とゲノム解析
麹菌は多様な分泌酵素を生産するが、とりわけ

タンパク質分解酵素は発酵食品の特徴的な味であ
る「旨味」に関与するアミノ酸生成に必須な働き
をする酵素である。タンパク質分解酵素は、ペプ
チドの内側を切断するエンド型、ペプチドの末端
からアミノ酸を 1分子ずつ遊離するエキソ型に分
けられる。このうちアミノペプチダーゼは、ペプ
チドのＮ末端側からアミノ酸を加水分解により遊
離するエキソ型酵素である。本酵素はその種類に
よって、アミノ酸認識の特異性（Ｎ末端のアミノ
酸の種類を選択して遊離）が異なる。従って、ア
ミノペプチダーゼは、醸造食品の味を決めている
重要な酵素の一つであり、同酵素の作用による遊
離アミノ酸の生成バランスは、食品の呈味性に大
きく影響する。
多様な能力を有する産業微生物である麹菌の機

能をさらに解明して引き出すことにより、その機
能を新産業の開拓に利用できる可能性が考えられ
る。また学術的には、伝統的発酵食品の醸造にお
いて、麹菌の酵素が担う機能の解明が望まれてい
る。このような要望を受けて、麹菌ゲノム解析コ
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ンソーシアムが組織され、2005 年に麹菌のゲノ
ム情報が解明された。そのゲノム情報から麹菌の
プロテアーゼ遺伝子群を抽出した結果、100 種類
以上の遺伝子が発見され、その中にはアミノペプ
チダーゼ様遺伝子が 30 種類以上含まれていた。
ゲノム情報から抽出したアミノペプチダーゼ様
遺伝子のうち、著者らは糸状菌で報告例のない酵
素、真核生物で報告例の無い酵素の遺伝子を解析
してきた。これらは生産量が微量であり、精製困
難なタンパク質と推測された。そこで遺伝子レベ
ルで見出した新規アミノペプチダーゼを遺伝子組
換え技術を利用して強制的に高生産させた。その
結果、精製可能な量の酵素タンパク質を確保する
ことができた。この手法により、グルタミン酸や
アスパラギン酸といった旨味を示すアミノ酸をペ
プチドから特異的に遊離するアスパチルアミノペ
プチダーゼ（DapA）、プロリンを特異的に遊離す
るプロリルアミノペプチダーゼ（PapA）、ロイシ
ンを中心に疎水性アミノ酸を遊離するロイシンア
ミノペプチダーゼ（LapA）、グリシンをペプチド
から遊離するグリシン -D- アラニンアミノペプチ
ダーゼ（GdaA）等を解明した 1）。これらの新た
に解明した酵素群は、学術的には麹菌細胞内外の
タンパク質代謝に深く関わる重要なものである。
今後、醸造の現場で大豆等原料由来のタンパク質
がこれらの酵素群によりどのように分解されて遊
離アミノ酸を生成するかを解明し、味噌等の熟成
や呈味性への関連を明らかにしたい。

３．だし入り味噌製造と麹菌ホスファターゼ
味噌はその製造過程において、麹菌を蒸した米
に生育させて米麹を製造し、これに食塩、蒸した
大豆を混合する。その混合物を「もろみ」と呼び、
米麹を使用した味噌を米味噌と呼ぶ。また、蒸し
た大豆に麹菌を生育させた豆麹は豆味噌の仕込み
に、蒸した麦に麹菌を生育させた麦麹は麦味噌の
仕込みに用いる。混合時の麹、食塩、大豆の割合は、
味噌の種類により異なる。さらに混合後の熟成温
度や熟成期間も種類により異なる。これらの味噌
の種類は、地域ごとに風味や色合い、塩味や旨味
などに特徴があり、世代が変わっても長く維持さ
れている。このことが、地域の味噌製造に関わる
中小メーカーが必要とされているゆえんである。
注目すべきは、味噌の「もろみ」や、加熱せず
に出荷される生タイプの味噌の中には、麹菌に由
来するプロテアーゼやアミラーゼなどの各種酵素
が残存しており、特に耐熱性の高い酵素群の活性
は長く維持されるということである。そのような

酵素群の中に、ホスファターゼがある。この酵素
はリン酸化された化合物を基質として、リン酸が
結合したエステル結合を加水分解してリン酸を遊
離する活性を有する。ホスファターゼの種類によ
り、基質として好む化合物が異なる。また、さま
ざまなリン酸化合物を基質とする広範な基質特異
性を有するホスファターゼもある。このホスファ
ターゼは、後述するように、あまり知られていな
いところで味噌の味に関わっていることが知られ
ている。
味噌汁を作る際、あらかじめだしが添加された

だし入り味噌を使うと、だしをひく時間が不要に
なる、あるいは調味料を添加する必要がなくなる
ため、便利である。このような消費者の嗜好と利
便志向に伴い、だし入り味噌の流通量は味噌全体
の 4分の 1を占めるようになってきた。だし入り
味噌の製造においては、だし成分として核酸系調
味料（イノシン酸等を含有）を添加した調味味噌
が製造されている。近年、中小メーカーの方から、
だし入り味噌を製造したいという相談を受けるこ
とがある。しかし、だし入り味噌の製造には、味
噌を醸造した後、加熱して残存するホスファター
ゼ活性を低減することが必要であり、設備投資が
必要となる。ホスファターゼ活性は熱に強いため、
加熱の程度は逐一活性を測定することが必要であ
る。もしホスファターゼが残存していれば、せっ
かく添加したイノシン酸などのだし成分が加水分
解し、だしの旨味向上効果が失われてしまう。そ
こで核酸系調味料の旨味成分の分解防止のため、
現状では80℃ 15分間以上の高温加熱処理による、
味噌中の麹菌酸性ホスファターゼの失活が必要で
ある。各味噌メーカーでは条件は多少異なるが加
熱設備を工場内に導入して、加熱処理を行ってい
る。一方で、加熱設備を用いた味噌の処理におい
ては、加熱臭による風味低下や着色が問題となっ
ている。処理工程で発生する、製品にならない廃
棄味噌を産業廃棄物として処分するための費用も
発生する。このような問題を解決するため、麹菌
のホスファターゼ生産量を低減化することはでき
ないかと考えた。すなわち、ホスファターゼ低生
産麹菌株を育種することである。そこで麹菌のホ
スファターゼ生産機構を解明し、ホスファターゼ
低生産麹菌の育種を目指した。このような菌株の
使用により味噌の高温加熱処理工程を回避するこ
とが可能となり、高品質なだし入り味噌がされ、
且つ低コスト省エネルギー型の新規な製造技術と
なる。そこで、企業や公設研究機関と共同研究を
実施し、課題を解決することにした。
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４．麹菌ホスファターゼ遺伝子群発現様式の解明
と菌株育種への応用
麹菌ゲノム解析株（A. oryzae RIB40）のゲノム
情報からホスファターゼ関連遺伝子を抽出した
結果、リン酸存在下で発現が抑制される酸性ホ
スファターゼ様遺伝子と相同的な遺伝子 13 種類
（aphA、aphB、 ・・・ aphMと命名）が見出された。
もし麹菌がこのように多くのホスファターゼを一
度に生産しているとすれば、これらの遺伝子を全
て変異させることは難しく、ホスファターゼ低生
産麹菌の育種は難しいと危惧した。しかし、研究
グループ内でこれらの遺伝子の発現条件や、一部
の酵素活性を実際にポストゲノム手法で確認する
作業を続けた結果、菌株育種は可能という結論に
なった。そこで、その研究内容を紹介させていた
だきたい。
まず、種麹メーカーの保存菌株の中から、味噌
製造用菌株で、酸性ホスファターゼ活性の低い株
を選択した。そして、いくつかの培養条件におい
て上記ホスファターゼ遺伝子の発現様式を比較し
た。その中で、米麹培養と豆麹培養を比較したと
ころ、米麹で転写量が高い８遺伝子と豆麹で高い
５遺伝子に分類された。前者は米麹へのリン酸添
加量に依存して遺伝子発現が抑制されることがわ
かった。一方、後者の中で最も遺伝子発現量が高
く、麹菌の主要なイノシン酸分解酵素の遺伝子
aphCは、米麹へのリン酸添加によりその遺伝子
発現量が増大することが明らかになった（表１）2)
～ 5）。
そこで、選択株を親株として aphC遺伝子欠損
セルフクローニング株を作出し、同株を用いてリ
ン酸添加した米麹培養を行った。その結果、特に
aphC遺伝子欠損株で濃度に応じて酸性ホスファ
ターゼ活性及びイノシン酸分解活性が低下するこ
とがわかった（図１）4）。これらのことから、aphC
遺伝子が欠失した麹菌株を育種すれば、製麹助剤
であるリン酸塩を添加して製麹を行い、醸造した
味噌はイノシン酸分解活性が低く、高温加熱せず
にだし添加できると期待される（図２）。

図１．KBN8048 及びその aphC 遺伝子欠損セルフク
ローニング株を用いた米麹培養のリン酸添加
による酸素活性への影響

酸性ホスファターゼ活性及びイノシン酸分解活性を
示した。リン酸添加量は、α化米に添加したリン酸
水溶液の濃度

図２．酸性ホスファターゼ遺伝子変異株によるダシ
入り味噌の省エネルギー製造工程の提案

おわりに
以上の結果、麹菌ゲノム情報を有効に活用し、

複数存在するホスファターゼ関連遺伝子の特性を
遺伝子発現様式の違いにより整理することによ
り、育種上の標的遺伝子を特定することに成功し
た。今後、味噌用実用株として味噌メーカーに提
供するためには、保存菌株の調査や変異処理によ
り低ホスファターゼ株を育種選択していくことが
必要であり、さらに種麹メーカー等で本提案の育
種法の実証が必要となる。また、味噌メーカーで
の実証試験が必要である。このような、だし入り
味噌用麹菌が開発されると、過熱設備を持たない
メーカーもだし入り味噌を製造できるようにな
り、地方特産物をだしに使った味噌の生産も可能
となるため、地方独特の特産味噌も製造できる。
波及効果は大きいと期待しつつ、さらに研究を推
進している。
ここに紹介した研究は、前半のプロテアーゼ解

析に関して、東京農工大学、東北大学、天野エン
ザイム株式会社、月桂冠株式会社との共同研究
で、「生研センター基礎研究推進事業」の一環と
して実施した。また、後半のだし入り味噌とホス
ファターゼに関して、あいち産業科学技術総合セ
ンター食品工業技術センター、株式会社ビオック、

表１．麹菌酸性ホスファターゼ遺伝子のリン酸添加
による発現変化
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ナカモ株式会社との共同研究で、「新たな農林水
産政策を推進する実用技術開発事業」の一環とし
て実施した。本研究の推進に際してご協力をいた
だいた関係各位に深謝する。
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特許情報

新 登 録 特 許

発　明　の　名　称 国  名 特許番号 登録日 特　許　権　者
Genetic methods for speciat ing        
campylobacter
（カンピロバクターの種同定のための
遺伝的方法）

ｱ ﾒ ﾘ ｶ
日　 本

8603748
5610395

25.12.10
26.9.12

食品総合研究所
米国農務省

脂質代謝調整剤 日  本 5555894 26.6.13 食品総合研究所
日本油脂株式会社

米の品種識別方法 日  本 5563206 26.6.20 食品総合研究所 
タカラバイオ株式会社

Method to produce a receptor chip     
using biotinylated protein
（ビオチン化タンパク質を用いる受容
体チップおよびその作製方法）

ｱ ﾒ ﾘ ｶ 8759007 26.6.24 食品総合研究所 

受容体再構築物、ならびにこれを用い
る疾病検査法

日　 本 5604782 26.9.5 食品総合研究所

酵母培養培地補添物 日　 本 5629715 26.10.10 食品総合研究所
オリエンタル酵母工業株式会社

普通系コムギを定性的及び定量的に検
出する方法

日　 本 5625211 26.10.10 食品総合研究所
( 株 ) 日清製粉グループ本社
日本製粉株式会社

新規ビフェニル化合物 日　 本 5626515 26.10.10 食品総合研究所
農業生物資源研究所

ラクト－Ｎ－ビオース溶液の製造方法 日  本 5630753 26.10.17 食品総合研究所 
森永乳業株式会社

リグノセルロース系バイオマスの変換
方法

日  本 5633839 26.10.24 食品総合研究所 

脂肪酸メチルエステル製造方法及びシ
ステム

日  本 5643921 26.11.14 食品総合研究所
鹿島建設株式会社

ＤＮＡ増幅法 日　 本 5652843 26.11.28 食品総合研究所
環状二本鎖ＤＮＡおよびそれを用いた
ＤＮＡの増幅方法

日　 本 5652842 26.11.28 食品総合研究所

優れたストレス耐性を有する酵母の分
子育種法及び遺伝子改変酵母

日　 本 5682866 27.1.23 食品総合研究所

α -1,3- 分枝シクロデキストランの使用
方法

日　 本 5688798 27.2.6 食品総合研究所
大阪府立大学
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特許第５６０４７８２号

特 許 解 説

受容体再構築物、ならびにこれを用いる疾病検査法
特許の概要
　糖尿病性血管障害の発症、亢進に関わる危険因子である終末糖化産物（Advanced glycation end 
products: AGEs）の受容体RAGE (Receptor for AGEs)のリガンド認識領域 (sRAGE)をサイクロアミロー
ス (CA) と界面活性剤を用い RAGE- 界面活性剤複合体として大量調製する手法、ならびにこれを用いて
生体内で活性を示すAGEs を検出する方法に関する特許である。

○従来技術の特長
　AGEs は糖化反応による生成物の総称であり、一定の構造の化合物ではない。構造が明らかなAGEs
に関しては、抗体を作製しELISAなどにより検出する、あるいは、AGEs 構造体を加水分解後にHPLC
などにより検出する手法が開発されている。しかし、検出可能なのはカルボキシメチルリジンやペント
シジンなどの一部の構造に過ぎない。また、複数のAGEsを認識可能な抗AGEs抗体が開発されているが、
結果の再現性が低く、また、生体内で活性を示すAGEs を検出しているのか疑問が持たれている。

○本特許の技術的特長
　本法は、多様な構造のAGEs を幅広く認識可能な受容体 RAGEの認識能に着目し、安定性を増した
RAGE- 界面活性剤複合体の調製法、ならびにこれを用いて糖尿病血管障害の危険因子として機能する
AGEs を広く捉え検出する技術である。RAGEの認識に必須な変異を導入した領域を大腸菌で大量発現
させた後、CAと界面活性剤により立体構造を制御し、機能が安定したRAGE- 界面活性剤複合体の大量
生産系を確立した。さらに、得られた複合体をマイクロプレート上でサンプルと反応させることにより、
多様なAGEs 構造体を高感度に検出可能であった（図）。本技術により、抗体などを用いた従来法では
困難であった、生体内で活性を示すAGEs 分子種の広範な検出が可能となった。

○活用可能な分野
　農林水産物・食品の持つ糖尿病血管障害予防効果を評価する手法として、農林水産業、食品産業分野
で活用可能である。また、自覚症状の無い糖尿病血管障害の早期発見、食事による発症抑制効果の評価
など、健康診断、食事指導などでの活用が期待される。

　

BSA( ) 
Ribose-AGE 
Fructose-AGE 
Glucose-AGE 

図  RAGE- 界面活性剤複合体によるAGEs の検出 
生体内でリガンド活性を示す 3種類のAGEs 全ての検出が可能であった。 

特許情報
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海外研究情報

カールスバーグ研究所 (デンマーク )での在外研究を終えて

　
　2013 年 8 月から 2014 年 7 月までの 1年間、私はデンマークのカールスバーグ研究所で在外研究を行
いました。カールスバーグは J. Jacobsenが 1847年にコペンハーゲンで創業した、「Carlsberg」、「Tuborg」
などのビールを製造する企業です。現在では世界約 40 ヶ国に生産工場を持ち、そのビール生産量は世界
第 4位です。そのような民間会社の研究所ですが、新商品開発や大麦や酵母の品種改良を行う応用研究
部門とは別に、研究者が自由な発想で自然科学を探究するための学術的な研究所として 1875 年に設立さ
れました。これまでに多くの優れた科学者を輩出しており、なかでも、「ケルダール窒素定量法」を開発
した J. Kjeldahl 博士、「酵母の純粋培養」に成功し、発酵工業を可能にしたE. Hansen 博士、「pHの概念」
の考案した S. Sørensen 博士は、いずれも現代科学の基礎を築いた偉大な科学者です。
　私が在籍した当時、研究所は 4人の教授が糖質化学、酵素学、植物生理学、酵母遺伝学の研究室をそ
れぞれ主宰し、職員、ポスドク、実験補助、学生を併せて 30 名ほど、応用研究部門を含めても 80 名ほ
どの構成でした。セミナーや会議など研究所内では全て英語のため、欧米人にも発音が難しいとされる
デンマーク語を学ぶ機会はありませんでしたが、市役所からのお知らせ、公共料金の請求書、幼稚園や
小学校からの連絡文書などは当然全てデンマーク語で書かれており、日常生活では翻訳サイトと悪戦苦
闘の毎日でした。また、講師もビールを飲みながらの講演会や、生ビールのサーバーが登場する飲み会、
新商品の官能試験や試飲会など、ビール会社ならではの経験も新鮮でした。
　私が所属した酵素学研究室は植物の澱粉生合成機構の解明を目指し、それを担う様々な糖合成酵素に
関する研究を行っていました。私はそこで糖合成酵素の精製、可溶化、基質の調製等を学び、実用的な
オリゴ糖合成法について研究してきました。近年、新たな機能性を有するオリゴ糖の探索が盛んに行わ
れていますが、様々なオリゴ糖を自在に、かつ安価に大量生産する技術は未だ確立されておらず、これ
までにないオリゴ糖製造方法の開発が必要とされています。糖合成酵素は多様なオリゴ糖合成には適し
ていますが、基質のコストや低い分子活性等、産業利用には不向きな問題を抱えています。今回の在外
研究経験を活かして、このような弱点の克服に挑戦し、新たな調製法の開発につなげていきたいと考え
ています。

設立当時の面影を残す研究本館 コペンハーゲンの観光名所、「人魚姫」の像
創業者の息子Carl Jacobsen が市に寄贈したもの

食品バイオテクノロジー研究領域　酵素研究ユニット　　覀本　　完
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海外研究情報

第43回 天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）
食品・農業部会

　第 43 回 UJNR 食品・農業部会が、平成 26 年
10月 20日より22日にかけて米国Georgia（ジョー
ジア）州Athens（アセンズ）市において開催さ
れた。会議日程は下記の通りであった。

10 月 19 日　日本を出発。アトランタ国際空港よ
りシャトルバスでアセンズに移動、同日到着。

10 月 20 日　8:30 より、オープニングセッション。
アメリカ側部会長 Erhan 博士の開会の挨拶に続
き、基調講演が行われ、米国側から２件、日本
側から 1件の講演が行われた。10:30 からは Food 
Safety Session が開催され、日本側から 5件、ア
メリカ側から 6 件の研究発表が行われた。16:00
か ら は Food Functionality & Nutrition Session
が開催され、日本側から 2件、アメリカ側から 1
件の研究発表が行われた。

10月 21日　8:00からFood Functionality & Nutrition 
Session が再開され、残りの 10 件（日本側 4 件、
アメリカ側 6 件）の研究発表が行われた。11:50
から Green Chemistry Session が開催され、日本
側から 5 件、アメリカ側から 7 件の研究発表が
行われた。17:20 からは、パネルメンバーによる
Panel Meeting が開催され、来年度の会議の、開
催時期、開催場所および内容に関して討議を行っ
た。

10 月 22 日　9:30 より、Study Tour に出発。午
前中は、USDA-ARS RRC（米国農務省農業研究
部ラッセル研究センター）を訪問し、研究施設お
よび研究内容を視察した。午後は、Food Safety 
Inspection Service（FSIS：米国農務省食品安全
検査局）を訪問し、研究施設および研究内容を視
察した。ホテルに戻った後、15:00 より各セッショ
ンに分かれて、研究協力の推進の状況を確認する
とともに、今後の研究協力が期待される課題に関
して討議を行った。

10 月 23 日　日本への移動日。
10 月 24 日　日本着。

　日本側は、食品総合研究所から 15 名、九州
大学から 1 名の計 16 名、米国側は、米国農務
省（USDA）関係研究所【東部地域研究センター
（ERRC）、西部地域研究センター（WRRC）、南
部地域研究センター（SRRC）、国立農業利用研究
センター（NCAUR）、ベルツビル農業研究セン
ター（BARC）、リチャード・バートン・ラッセ
ル研究センター（RBRRC）、FSIS】からの計 23
名が本会議に参加した。

　オープニングセッションの基調講演は、3件発
表された。1件目では、Charles Bacon 博士より、
RBRRC の概要が紹介された。2 件目では、食品
総合研究所の大谷敏郞所長より、現在わが国で検
討中の農林水産物の新たな機能性表示制度に関し
て紹介がされた。3件目では、Emilio Esteban 博
士より、FSIS の組織および活動状況に関して紹
介が行われた。
　各テクニカルセッションにおける、概要は以下
の通りであった。

【食品安全性セッション（Food Safety Session）】
　食中毒菌の検出、制御について、基礎から応用
まで幅広い話題が提供され、討論した。演題は以
下の通り。鶏肉に起因する食中毒を低減するため
の Salmonella enterica全ゲノム解析の農場での利
用（Jean Guard, RBRRC）、Salmonella Enteritidis 
および Listeria monocytogenes の野菜汚染経路 （本
城賢一 , 九大）、食品関連ストレスへの Listeria 
monocytogenesの応答 （Yanhong Liu, ERRC）、高
圧損傷した大腸菌の回復に及ぼす温度の影響 （山
本和貴 , co-chair）、志賀毒素生産性大腸菌を含め
た大腸菌の検出同定法開発（Pina M. Fratamico, 
ERRC, co-chair）、イチゴ表面での細菌増殖遅延
に及ぼす予冷の影響 （中村宣貴）、抗生物質・抗
体を用いた志賀毒素生産性大腸菌の細胞毒性管理



―食総研ニュース　No.33（2015）―

─ 17 ─

（Xiaohua He, WRRC）、食総研で開発され日本で
実用化された新規殺菌法（鍋谷浩志）農場での効
果的介入制御が必要な鶏肉の Campylobacter （Eric 
Line, RBRRC）、高圧損傷菌の蛍光分析 （木村啓
太郎）、食品の安全性を確保し保障するための分
光分析および画像化システムによる迅速検出法 
（Kurt Lawrence, RBRRC）。討論を通じて、日米
両国の食品安全性に関する最新の話題について情
報交換し、双方の研究態勢の理解を深めることが
できた。共同研究の提案もあった。
　FSIS を訪問した際には、米国のハザード分析
事情を学び、特に、トウモロコシ汚染菌 Fusrium 
verticillioidesのカビ毒である各種の Fumonisin
の実態に触れ、規制強化の必要性を感じた。
Fumonisin は、飼料から畜産物への移行が少なく、
飼料中の Fumonisin は人の食品安全上問題はな
いとされてはいるが、新生児の神経管欠損リスク
を高めるとされるカビ毒生産菌を含め、微生物に
関する食品安全性は、国際的には勿論のこと、日
米両国にとっても最大の関心事であるので、今後
さらに情報交換を密に進め、研究交流をより活発
に行うことにより、両国の健全なる食生活の発展
に繋げなければならない。

（山本和貴）

食品安全性セッション

【 食 品 機 能 性 と 栄 養 セ ッ シ ョ ン（Food 
Functionality & Nutrition Session）】
　食品の機能性と栄養のセッションでは 13 題の
うちの 5 題がピーナッツの機能性およびアレル
ギーに関する講演であった。ARS 南大西洋エリ
ア（Raleigh、NC）の Lisa Dean 博士はピーナツ
の皮の画分が高い抗酸化性を示し、抗炎症作用を
有することを明らかにして、機能性素材として
利用可能であることを報告した。また同じARS

南 大 西 洋 エ リ ア（Raleigh、NC） の Timothy 
Sunders 博士は、ハムスターを用いてピーナツと
脱脂したピーナツ紛が血中の LDL コレステロー
ル値を下げる等して動脈硬化予防に有効であるこ
とを報告し、ピーナツと皮のそれぞれの機能性と
その利用に関する展望が示された。また、本セッ
ションの座長でもある SRRCの Soheila Maleki 博
士はアレルギーにおけるピーナツと他のナッツ類
の交差性と交差性に関わるアレルゲンの配列に関
する発表を行った。また、食総研の八巻幸二がピー
ナッツのアレルゲンであるAra h1-h3 の精製法と
精製したアレルゲン性のマウスを用いた評価につ
いて報告し、山本和貴はこれらのアレルゲンのう
ち、特にAra h1 と h3 の酵素消化を高圧処理が
促進することを報告した。Maleki 博士と八巻お
よび山本は共同研究を実施しており、本分野での
研究協力のさらなる進展が期待できる。
　また生活習慣病予防に関して、南東部エリア ミ
シシッピ・オックスフォードのAgnes Rimando
博士が、レスベラトロールのメチル化体であり、
ブルーベリーやぶどうに含まれる pterostilbene
の抗肥満効果と脂肪合成を阻害するその作用機構
に関する発表を行った。また、小堀真珠子はケル
セチンの生活習慣病予防効果に関連する最近の成
果を報告すると共にと北海道の地域住民を対象と
して実施したケルセチンの摂取量推定の結果を報
告した。Rimando 博士と小堀は pterostilbene の
機能性に関する研究協力を検討中であり、今後、
共同研究へと発展する可能性が見いだされた。
　品質評価に関しては、WRRCの Ron Haff 博士
は近赤外分光法を用いたナッツ類の品質および安
全性の非破壊評価に関する発表を行った。また、
BARC のMoon Kim 博士は農産物の品質および
安全性評価のためのスペクトラルイメージング技
術を紹介した。さらに、食総研の吉村正俊は蛍光
指紋による牛肉中の好気性菌数の予測に関する発
表を行った。Haff 博士はこれまでにも食総研非破
壊評価ユニットと長年に渡り共同研究を行ってき
たが、今回、Haff 博士、Kim博士および吉村の間
ではイメージング技術に関する様々な議論が行わ
れ、今後の共同研究の可能性が示唆された。
　この他、SRRC の Peter Bechtel 博士は、サケ
等の海産物から出る頭やヒレ等の副産物の利用等
に関して、特に魚のタンパク質の調整法を紹介し、
食総研の河合崇行および亀谷宏美はそれぞれ、動
物行動学的分析に基づく味覚の評価、およびESR
による包括的ラジカル消去能の測定法に関する発
表を行った。これらの分野においては、今後、日
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米間で研究協力が望まれる研究者を検討して行く
こととした。
　このように、今回の会議では、いくつかのテー
マの元に研究協力に向けての具体的な議論を行う
ことができ、順調な進捗があったといえる。

（小堀真珠子）

食品機能性と栄養セッション

【グリーンケミストリーセッション（Green 
Chemistry Session）】
本セッションでは、農業・食品産業に係る未利
用・廃棄物資源から付加価値物を製造し、環境負
荷低減や持続的社会構築をめざす研究成果が発表
された。本年度は、生物機能を活用した資源利用・
素材生産技術に関する研究発表が強化されてお
り、バイオマテリアル研究とバイオテクノロジー
研究の両分野からの参加者による発表と活発な議
論が行われた。
ERRC の LinShu Liu 博士と食総研の徳安健が
座長を務め、米国側から、「汚染水からの放射性
セシウム除去のためのチャコール及び鶏糞バイオ
チャーの利用」（Thomas Klasson, SRRC）、「鶏
肉包装効率化のための非残留性抗菌処理」（Hong 
Zhuang, RBRRC）、「賞味期限延長および食品
安全性・品質の改善に向けた生物由来の生分解
性高分子を含む包装資材の開発と応用」（Tony 
Jin, ERRC）、「Flavobacterium columnareに対して 
効果を示すアシルグルシノール誘導体の合成」
（Meepagala Kumudini, USDA-ARS-Oxford MS）、
「バイオプロセスによる水酸化脂質、ポリオー
ル油及びジアシルグリセロールの生産」（Ching 
Hou, NCAUR）、「有用生物資材の収率向上のた
めのイソプレニルジホスフェートの合成効率化」
（Thomas McKeon, WRRC）および「ペクチン
誘導化媒体による大腸へのプロバイオティック

（Lactobacillus rhamnosus GG）送達」（LinShu Liu, 
ERRC）の 7件が報告された。日本側からは、「草
本系バイオマスのための CaCCOプロセスにより
生成する糖及び副産物の高付加価値化」（食総研、
徳安健）、「オリゴ糖製造のためのホスホリラーゼ
研究の最新動向」（食総研、北岡本光）、「天然資
源からの脂質生産微生物の探索」（食総研、真野
潤一）、「米油収率向上のために必要な改質方法と
は？」（食総研、奥西智哉）および「日本におけ
る機能性包装資材および生物起源包装資材の開発
動向」（食総研、北澤裕明）の計 5件が報告された。
グリーンケミストリーは、各発表のカバーする

領域・産業分野が多岐にわたり、両国が抱える問
題や未利用資源利用に係るシーズやニーズの違い
が際だつ。この相違点を踏まえつつ、さらにこの
違いを活かし、各のもつ専門性を背景とした活発
な質疑討論を行うことで、国内学会では得られな
いような様々なアイディアを交換でき、それぞれ
の国での研究開発の加速に繋がるものと期待され
る。

（徳安健）

グリーンケミストリーセッション

パネルメンバー会議では、今後の研究の動向、
共同研究のあり方、本会議の運営等について米国
側パネルメンバーと活発な討論が行われた。そ
の中で、2015 年の UJNR 会議食品・農業部会は、
11 月 15 日～ 20 日にかけて開催することで合意
した。
なお、開催場所については、つくば以外での開

催の可能性を検討することとした。また、オープ
ニングセッションのテーマについても、開催場所
に対応したテーマを検討することとした。
さらに、Study Tour において、RBRRC およ

び FSIS を訪問し、研究・分析施設を視察し、そ
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の詳細について議論した。
RBRRC では、鶏肉、ピーナッツ等を含めた農
産物の品質評価システムの研究開発、マイコトキ
シンに農産物の汚染防止に関する研究開発、鶏由
来の病原菌の検出技術の開発、ブロイラー処理の
パイロットプラント等を視察した。
FSIS では、アメリカ全土から送付されてくる
試料に関しての検査体制を視察した。食品安全検
査局は、240 名のスタッフで、CDC（アメリカ疾
病予防管理センター）や FDA（アメリカ食品医
薬品局）と協力しながら、年間 12,500 件の試料
の分析を行っている。分析の対象は、サルモネラ、
リステリア、カンピロバクター、化学ハザード、
異物（金属等）である。

Study Tour 後のセッションごとのミーティン
グでは、現状の研究協力の内容を確認するととも
に、今後の研究協力が期待される課題に関して討
議を行った。

以上、最新の研究動向や技術開発情報を入手し、
個別研究者との共同研究に関する打ち合わせおよ
び可能性についての意見交換ができたことは、大
変有意義であった。

（鍋谷浩志）

リチャード・バートン・ラッセル研究センターの鶏
処理施設
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所内ニュース

全国食品技術研究会 ･研究成果展示会2014について（報告）

　平成 26 年 11 月６日（木）つくば国際会議場（エポカルつくば）において、第３回になる全国食品技
術研究会が開催されました。本会議は以前「食品関係技術研究会」として開催されてきましたが、会議
の内容等を大幅に見直し、『全国食品技術研究会』と名称を変更しております。
　全体会議では、大谷敏郎所長挨拶の後、山本（前田）万里 食品機能研究領域長より「新しい機能性食
品の表示制度について」と題した講演が行われました。続いて今年は地方公共団体等の食品関係試験研
究機関からお出しいただいている研究成果ポスターに関するプレゼンテーションを行いました。休憩を
挟んで、上記研究成果のポスターセッションが行われました。セッションの後、全国食品技術研究会賞
を出席者の投票により選定しました。
　今年度の最優秀賞には、「マイクロ波処理と熱風乾燥による新規ドライフルーツの製造」を発表された
三重県工業研究所 食と医薬品研究課の藤原孝之様が受賞されました。
　優秀賞には、「健康長寿な高齢者のための酵素処理食品の開発支援」を発表された長野県工業技術セン
ターの山崎慎也様、大澤克己様、吉川茂利様、大日方洋様、アスザックフーズ ( 株 ) の中田孝様、( 株 )
まるたかの伊藤春樹様が連名で受賞され、そして「サマーティアラの風味・機能性に特化した新規加工
食品開発」を発表された山形県工業技術センター庄内試験場の菅原哲也様が受賞されました。
　翌日の 11 月７日（金）には、つくば国際会議場において、「食品総合研究所研究成果展示会 2014」・「第
32 回食品総合研究所公開講演会」が開催されました。企画として今年度も各研究領域から１名、合計
７名の研究者が自身の研究成果展示ポスターに関して質疑応答込みで８分間でのショートプレゼンテー
ションを午前中に行いました。
　また、食品総合研究所が農研機構内で推進している大課題３課題に関する研究成果のポスター展示、
さらに、全国食品関係試験研究場所長会が主催するコーナーを今年も設け、都道府県の研究成果のポス
ター展示も行いました。その他に、フード・フォラム・つくば主催の「フード・フォラム・つくば企業
交流展示会」も併せて開催されました。これら成果展示会の企画と共に、第 32 回食品総合研究所公開講
演会が開催されました。講演は健康機能性給茶機リッチプラスの開発と題して山本（前田）万里食品機
能研究領域長から、ゲルを使った高付加価値食品の開発と題して杉山純一食品工学研究領域計測情報工
学ユニット長から、サンプルダイレクトDNA分析試薬の開発と題して真野潤一食品分析研究領域GMO
検知解析ユニット主任研究員からの３題がそれぞれ発表されました。
　つくばで行う研究成果展示会・公開講演会は今回で 10 回目となりますが、公設試験研究機関および企
業の研究者等専門家の方を中心に約 520 名の皆様にお越しいただきました。
　2015（平成 27）年は 11 月５日（木曜日）に全国食品技術研究会を 11 月６日（金曜日）に食品総合研
究所研究成果展示会 2015」・「第 33 回食品総合研究所公開講演会」をそれぞれつくば国際会議場（エポ
カルつくば）において行う予定となっておりますので、皆様のご来場をお待ち致しております。
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研究成果展示会 2014　関連開催企画一覧
（敬称略）

開会式　９：20 ～９：30 にかけて
　食品総合研究所研究成果展示会 2014（多目的ホール）について
　開会の挨拶　（独）農業・食品産業技術総合研究機構　食品総合研究所所長 大谷 敏郎

（食品総合研究所研究成果展示会 2014）　 
　「100 名の研究者全員がポスター展示でお出迎え」をテーマに、担当研究員自身による研究成果の説明
（機械等の展示も含む）（多目的ホール）　 ９：30 ～ 16：00

（大課題に関する成果展示）
　食品総合研究所が推進している農研機構の大課題３課題に関する研究成果展示を行った。（多目的ホー
ル） ９：30 ～ 16：00

（食品総合研究所第 32回公開講演会）
　（中ホール 200） 11：00 ～ 12：00
・健康機能性給茶機リッチプラスの開発
　　　　　　　　　　　　　山本（前田）万里（食品機能研究領域長）
・ゲルを使った高付加価値食品の開発
　　　　　　　　　　　　　杉山純一（食品工学研究領域計測情報工学ユニット長 )
・サンプルダイレクトDNA分析試薬の開発
　　　　　　　　　　　　　真野潤一（食品分析研究領域GMO検知解析ユニット主任研究員）

（ショートプレゼンテーション）
　（大会議室 102）　　　　　　　　　　  　　 　　 　　９：40 ～ 10：36
・甘味受容体の構造を考慮した甘味の評価
　　　　　　　　　　　　　日下部 裕子 ( 食品機能研究領域 食認知科学ユニット）
・かび毒の制御技術の開発－ポストハーベストでのかび毒除去－
　　　　　　　　　　　　　久城 真代（食品安全研究領域 化学ハザードユニット）
・コメ中のヒ素の化学形態別濃度－加工、調理及び保管過程におけるヒ素の動態解析－
　　　　　　　　　　　　　内藤　成弘（食品分析研究領域 品質情報解析ユニット）
・地域密着型バイオマス糖化酵素生産－地域糖源を活用した効率的生産に向けて－
　　　　　　　　　　　　　池 正和（食品素材科学研究領域 糖質素材ユニット）
・インスタントスープ製造プロセスの効率化 - アクアガスバインダ作用メカニズムの考察 -
　　　　　　　　　　　　　五月女 格（食品工学研究領域 製造工学ユニット）
・環状イソマルトメガロ糖の生産－澱粉から環状イソマルトメガロ糖を生産する－
　　　　　　　　　　　　　舟根 和美（応用微生物研究領域 発酵細菌ユニット）
・パターン認識受容体の認識能の活用 - リガンド活性を有する多様な分子種の検出を実現 -　　　　　　
　　　　　　　町田 幸子（食品バイオテクノロジー研究領域機 能分子設計ユニット）

（相談コーナー）　
　研究技術等のご相談コーナー（大会議室 101）　　　　　　 10：00 ～ 16：00

（フード・フォラム・つくば企業交流展示会）
　フード・フォラム・つくばに参加している企業ポスターおよび機器等の展示（多目的ホール） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９：30 ～ 16：00

（全国食品関係試験研究所場所長会が企画するコーナー）
  都道府県の研究成果のポスター展示（多目的ホール）          ９：30 ～ 16：00
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所内ニュース

アグリビジネス創出フェア2014について

　平成 26 年 11 月 12 日(水) ～ 14 日(金)の３日間、10：00 ～ 17：00 の時間で東京国際展示場（東京ビッ
クサイト）の西４ホールにおいてアグリビジネス創出フェア2014 が開催されました。本フェアの主催は
農林水産省が行い、後援は独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）をはじめとする
様々な機関が後援している日本でも最大級の農林水産・食品産業分野における技術交流展示会です。数
年前までは、千葉県の幕張メッセ展示場、東京有楽町の東京国際フォーラムなどで開催されていましたが、
平成 24 年度から東京ビックサイトに移動し、同時開催として隣接会場では生産・流通技術、サービスに
関する展示等を行うアグロイノベーション 2014 も行っておりました。主催者発表によりますと本年度の
フェアには、全国の大学、民間企業、都道府県の試験場、独立行政法人等、147 機関が出展し、３日間
の入場者数は 32,069 名に達したそうです。食品総合研究所は食品技術に関するゾーンに出展し、機能性
給茶機リッチプラスを展示し、開発コンセプト、特長、使用のシチュエーションについて説明し、来場
された方に試飲をしていただきました。それと共に、食総研の紹介を行い、技術相談等もいたしました。
試飲は好評で、ブースを訪れる人も多く大変盛況でした。

　

食品総合研究所のブース（準備中）
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所内ニュース 表彰・受賞
                                                        　　（受賞日順に掲載）

  2013年度日本食品工学会 研究賞　　　　　　　　  （平成 26 年 8 月 8 日）

受賞対象：「食品の反応 ･分離操作に関する工学的研究」

【業績の概要】　高品質の食品を効率的に生産するためには、目的に適した反応操作、分離操作を選定し、
その工程を最適化することが求められます。
　逆浸透や限外ろ過といった膜分離技術は、消費エネルギーが少ない非加熱処理であるために、他の分
離技術と比較して多くの特長があります。我が国の食品産業においても多くの実用化の例がありますが、
分離性能を正確に予測することが難しいために、その普及は十分とは言い難い状況です。そこで、本研
究では、液状食品を膜処理した際の分離性能を表現するための理論を提案し、この理論に基づいて膜分
離プロセスの最適化に取り組みました。
　バイオディーゼル燃料（脂肪酸メチルエステル）は、植物油から製造される軽油代替燃料です。我が
国の場合、食用油の多くを輸入に頼っており、バイオディーゼル燃料の原料は、廃食用油や油脂の精製
工程から排出される副産物（遊離脂肪酸）程度に限られます。しかしながら、アルカリ触媒を用いる従
来法では、こうした原料を処理することができません。本研究では、アルカリ触媒を用いないバイオディー
ゼル燃料製造技術の開発とその経済性の評価に関する取り組みも行いました。

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　鍋谷　浩志　（なべたに　ひろし）
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品工学研究領域長
                        　　　　　          

                                                                               
  2013年度日本食品工学会 産学官連携賞　　　　　　　　  （平成 26 年 8 月 8 日）

受賞対象：「アクアガスをバインダとした粉末食品造粒技術の開発」

【業績の概要】　インスタントスープ等の粉末食品の湯溶けを改善するために行なわれる造粒工程を、微
細水滴を含有した過熱水蒸気（アクアガス）を使用することにより、短時間で行なう方法を開発しました。

　　　受賞者：全３名（うち当所職員１名）
　  　

　　　　　　　　　　　　　　　　　井上　孝司　（いのうえ　たかし）
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ポッカコーポレーション中央研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　片桐　孝夫　（かたぎり　たかお）
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ポッカコーポレーション中央研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　五月女　格　（そうとめ　いたる）
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品工学研究領域 製造工学ユニット
　　　　　　　　　　　　　　　　　主任研究員

向かって左側が鍋谷領域長

向かって一番左が五月女主研
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                                                                             フード ･アクション ･ニッポン アワード2014
  研究開発 ･新技術部門優秀賞　　　　　　　　  （平成 26 年 8 月 8 日）

受賞対象：「ダイレクトGel 転換による新規食品素材 ｢米ゲル｣ の開発」

【業績の概要】　高アミロース米を、水を加えて炊飯、糊化、高速せん断攪拌をする「ダイレクトGel 転換」
によってゲル状にした新規食品素材「米ゲル」を開発しました。
　水分、温度、攪拌条件を変えることで柔らかいゼリータイプのものから高弾性のゴム状のものまで幅
広い物性をもつ食品素材に調整できるので、パン、洋菓子、麺などの原料として利用できます。
　また、多収性の高アミロース米から作れること、米粉に加工する必要がなく粉砕コストを削減できる
こと、装置自体も安価であることから、米粉を使用した場合と比べて大幅なコスト削減が期待できます。
そのほか、小麦粉の代替食品、油脂を低減した低カロリー食品への利用も期待されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　杉山　純一　（すぎやま　じゅんいち）
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品工学研究領域　計測情報工学ユニット
　　　　　　　　　　　　　　　　　上席研究員

                                                                               
  2014年度食創会　第19回安藤百福賞 優秀賞　　　　　 （平成26年 12月 24日）

受賞対象：「交流高電界殺菌技術の実用化」

【業績の概要】　高品質殺菌法として、電気を使って液体食品を殺菌する技術を開発し、装置メーカー、
飲料メーカーと共同でレモン果汁の殺菌装置の実用化に成功しました。交流高電界殺菌法と呼ぶこの技
術は、1cm以下の電極間に液体食品を連続的に流し、1000 ボルト程度の高電圧をかけて微生物を殺菌す
るものです。食品中を電気が流れることによる発熱と高電界が微生物に物理的な損傷を与える相乗効果
で、従来の加熱処理よりも短時間で多くの微生物の殺菌が可能となります。
　レモン果汁の場合には、従来の殺菌方法に比べて熱による変色を 1/5、加熱臭の発生を 1/4、ビタミン
Cの減少を 1/10 に抑えるなど、殺菌時の品質劣化を低減することができます。
　他の液体食品の殺菌への応用も可能で、今後はさらに酵素の失活方法としての利用など幅広い範囲で
の応用が期待されます。

　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　植村　邦彦　（うえむら　くにひこ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品工学研究領域 先端加工技術ユニット
　　　　　　　　　　　　　　　　　上席研究員
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  日本マイコトキシン学会 学術奨励賞　　　　　　　　  （平成 27 年 2 月 13 日）

受賞対象：「カビ毒配糖体（マスクドマイコトキシン）の検出に関する研究」

【業績の概要】　マスクドマイコトキシン（masked mycotoxin）とは、植物体内における代謝等によって
糖が付加（主にグルコース付加）したカビ毒（マイコトキシン）の総称です。マスクドマイコトキシン
は生体内に取り込まれると腸内細菌等によって加水分解されて元のカビ毒を遊離することから、食品安
全保持の観点からも注目されています。
　高分解能質量分析装置（LC-MS）を使用し、予想される構造の組成式から算出される分子イオンの精
密質量を指標として新規マスクドマイコトキシンの探索を行ったところ、麦やトウモロコシの汚染カビ
毒として知られるトリコテセンカビ毒由来の配糖体を複数発見しました。これらの知見によりカビ毒の
潜在ハザードの存在が世界に先駆けて明らかになり、受賞に至りました。

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　中川　博之　（なかがわ　ひろゆき）
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品安全研究領域 化学ハザードユニット
　　　　　　　　　　　　　　　　　主任研究員
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人事の動き
 日　　付　　　　　　　配　　属　　先　 　　　　　　　　　　　　配　　属　　元　　　               　　　 氏　　名
 26. 7. 1 命  食品機能研究領域上席研究員　　　　　 任期付採用　　　　　　　　　　　　　 廣澤　孝保
                　　 （平成 29 年６月 30 日まで）

 26. 8.18    命  企画管理部業務推進室調査役　　　　　 企画管理部業務推進室調査役　　           斉藤　三行
             兼  本部　コンプライアンス室

 26. 9.12    　　退　職　　　　　　　　　　　　　　　　　 企画管理部管理課会計チーム　　           小澤　麻弥

 26.10. 1    命  企画管理部業務推進室運営チーム主査　 中央農業総合研究センター企画管理部　　　 數藤　信之
               　  （予算管理１）                       業務推進室企画チーム主査

 26.10. 1    命  企画管理部管理課会計チーム主査　　　 企画管理部業務推進室運営チーム主査　　　 宮下　　博
                　　 （会計）  　　　                     （予算管理１）                    

 26.10. 1    命  食品安全研究領域主任研究員　　　　　 食品安全研究領域主任研究員　　　　　 今村　太郎
             免  企画管理部業務推進室  　　　         兼　企画管理部業務推進室

 26.10. 1    命  食品素材科学研究領域上席研究員　　　 食品素材科学研究領域上席研究員　　　 德安　　健
                　　 （中課題推進責任者）

 26.10. 1    命  食品工学研究領域主任研究員　　　　　 食品工学研究領域主任研究員　　　　　　　中村　宣貴
             兼  企画管理部業務推進室  　　　        

 26.10. 1    命  食品ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究領域主任研究員　 食品ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究領域主任研究員　 榊原　祥清
             兼  本部　総合企画調整部  　　　        

 26.12. 2    命  企画管理部管理課会計チーム　　　　  任期付採用　　　　　　　　　　　　　　　  木村　秀美
                　　 （平成 27 年３月９日まで）

人事情報
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